



























はずである。例えば，X 国と Y 国のいずれで活動するかを選択する際に，Y 国にはない

























































































（2）Google 事案と Starbucks 事案
　Google 事案と同時期に世界的に注目されたのが，Starbucks 事案である。これまで，
この二つの事案は租税回避に関する同類の問題として議論されてきたが，OLI 理論及び上
述の判断基準に基づくと，Google 事案と Starbucks 事案との間には共通点と相違点があ
ることがわかる（表 2）。
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